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○墨田区特別永住者障害特別給付金支給事業実施要綱 

平成２１年３月３１日 

２０墨福障第１６７４号 

改正 平成２５年７月５日２５墨福障第４８４号 

（目的） 

第１条 この要綱は、重度の障害を有し、障害基礎年金等を受けることができない在

日外国人等に対し、墨田区特別永住者障害特別給付金（以下「給付金」という。）

を支給することにより、重度心身障害者の福祉の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定

めるところによる。 

（１） 障害基礎年金等 

国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に規定する障害基礎年金、国民年金

法等の一部を改正する法律（平成６年法律第９５号。以下「平成６年改正法」と

いう。）第１条の規定による改正前の国民年金法に規定する障害年金、厚生年金

保険法（昭和２９年法律第１１５号）に規定する障害厚生年金及び法律によって

組織された共済組合の支給する障害共済年金並びに国民年金法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和６１年政令第５４号）第２８条

に規定する障害を支給事由とする年金たる給付をいう。 

（２） 重度心身障害者 

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条に規定する身体障害者

で、身体上の障害の程度が１級若しくは２級の者又は東京都愛の手帳交付要綱（昭

和４２年３月２０日民児精発第５８号）により愛の手帳の交付を受けている者で、

知的障害の程度が１度若しくは２度の者 

（３） 在日外国人等 

日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法（平成第３年法律第７１号）第３条に規定する特別永住者その他これに準
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ずると区長が認める者をいう。 

（４） 公的年金 

児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第３条第２項に規定する公的年

金給付又は国民年金法第３６条の２第１項第１号に規定する年金給付であって政

令で定めるものをいう。 

（支給対象者） 

第３条 給付金の支給の対象となる者（以下「支給対象者」という。）は、墨田区に

住民登録（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく住民基本台帳への

記載をいう。以下同じ。）をしている者で、かつ、昭和５７年１月１日前に満２０

歳に達している者であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１） 昭和５７年１月１日前に重度心身障害者であった者 

（２） 昭和５７年１月１日以後に重度心身障害者となったが、当該障害の発生原

因の初診日が満２０歳以後で、かつ、同日前に初めて受診した者 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる要件に該当するときは、支給対象者としな

い。 

（１） 墨田区に住民登録を行った日から引き続き２年を経過していない者 

（２） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく保護を受けている者 

（３） 公的年金（年額３６万円以上）を受給している者 

（４） 前年の所得が国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）第５条の４

に定める額を超えている者 

（給付金の額） 

第４条 給付金の額は、月額３万円とする。ただし、年額３６万円未満の公的年金を

受給している者にあっては、給付金の額は当該公的年金の額を１２で除した額を控

除した金額とする。 

（給付金の申請） 

第５条 給付金の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、特別永住

者障害特別給付金支給申請書及び口座振替依頼書（第１号様式）により、区長に申
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請しなければならない。 

（給付の決定） 

第６条 区長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容について審査し、

その適否を決定した上、特別永住者障害特別給付金支給決定通知書（第２号様式）

又は特別永住者障害特別給付金不支給決定通知書（第３号様式）により申請者に通

知する。 

（支給期間及び支給時期） 

第７条 給付金は、支給の申請をした日の属する月から給付金の受給資格が消滅する

日の属する月まで支給するものとする。 

２ 給付金は毎年４月、８月及び１２月にそれぞれの前４か月までの分を支払う。 

３ 前２項の規定にかかわらず、区長が相当の理由があると認めるときは、支給期間

及び支給時期を変更することができる。 

（受給資格の消滅） 

第８条 第６条の規定により給付金の支給決定の通知を受けた者（以下「受給者」と

いう。）が次の各号のいずれかに該当するときは、給付金の受給資格は消滅するも

のとする。 

（１） 死亡したとき。 

（２） 墨田区外に転出したとき。 

（３） 第２条第２号に規定する障害の程度に該当しなくなったとき。 

（４） 公的年金（年額３６万円以上）を受けるに至ったとき。 

（５） 生活保護法に基づく保護を受けるに至ったとき。 

２ 前項の規定により、受給資格が消滅したときは、特別永住者障害特別給付金受給

資格消滅通知書（第４号様式）により、受給者に通知する。 

（届出） 

第９条 受給者は、毎年７月１日から同月３１日までの間に、特別永住者障害特別給

付金現況届（第５号様式）を区長に提出しなければならない。ただし、区長がその

届出を要しないと認めるときは、この限りではない。 
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２ 受給者は、現況に変更があったときは、速やかに特別永住者障害特別給付金現況

変更届（第６号様式）を区長に提出しなければならない。 

（支給の停止） 

第１０条 区長は、受給者が前条第１項の現況届を提出しないときは、８月分からの

給付金の支給を停止する。ただし、当該年度末までに提出したときは、停止を解除

するものとする。 

２ 区長は、受給者の前年の所得が第３条第２項第４号の規定に該当したときは当該

年度の８月分から翌年度の７月分まで支給を停止する。 

３ 区長は、前２項の規定により給付金の支給を停止したときは特別永住者障害特別

給付金支給停止通知書（第７号様式）により、第１項ただし書により停止を解除し

た時は特別永住者障害特別給付金支給停止解除通知書（第８号様式）により、それ

ぞれ当該者に通知するものとする。 

（返還） 

第１１条 区長は、受給者が偽りその他不正の手段により給付金を受領したときは、

特別永住者障害特別給付金返還請求書（第９号様式）により、当該受給者に支給し

た給付金の一部又は全部を返還させることができる。 

（未支給の給付金） 

第１２条 受給者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき給付金で未

支給のものがあるときは、その未支給の給付金はその者と生計を一にしていた者、

その他区長が適当と認める者へ支給することができる。 

２ 前項の規定により、未支給の支給を受けようとする者は、特別永住者障害特別給

付金未支給金請求書及び口座振替依頼書（第１０号様式）を区長に提出しなければ

ならない。 

（譲渡及び担保の禁止） 

第１３条 給付金を受ける権利は、これを譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（効力） 

第１４条 この要綱は、国民年金法の改正により、国又は東京都において同様の措置
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が講じられた場合は、その効力を失うものとする。 

（公簿等の確認） 

第１５条 区長は、この要綱の規定により申請書又は届出書に添えなければならない

書類により証明すべき事項を公簿等によって確認することができるときは、当該書

類の添付を省略させることができる。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、特別永住者障害特別給付金の支給に関し必

要な事項は、福祉保健部長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

ただし、平成２１年９月３０日までに申請のあった受給者については、平成２１年

４月（平成２１年５月以後に受給資格を取得したものについては、その受給資格を取

得した日の属する月）分から給付金を支給する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から適用する。ただし、第３条第２項第１号の住

民登録の期間については、平成２４年７月８日までに墨田区に外国人登録（廃止前の

外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）に基づく登録をいう。）を引き続き行っ

ていた期間を含むものとする。 
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様式 省略 

 


